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要旨 

 地方都市の商店街は衰退の一途を辿っており、

その活性化が課題となっている。本研究では、

山口市の商店街に独自の公衆無線 LAN を設置し、

来街者の行動データを取得して解析した。年齢、

来街頻度、交通手段など属性が取得できるシス

テムを開発し、来街者の周遊行動の分析を行っ

た。この結果から、ターゲットを絞った広告や

クーポンの配布など、より多くの顧客が訪れる

魅力のある商店街とするための方策をいくつか

提案する。 

 

１ はじめに 

 中心商店街の衰退は多くの地方都市で起こっ

ており（経済産業省,令和２年）、その対策立案

のための人流調査もよく行われている（今田寛

典,2012;柳津 英敬,2023）。しかしこれは、目

視で来街者をカウントしたり、自動撮影した画

像から人の所在を確認するなど、人力で行われ

ているものが多く、得られるデータ数は限られ

る。さらに来街手段や目的、年齢層などの分析

に必要な属性も十分に取得できないことから、

実効性のある分析結果を得ることは困難である。 

 公衆無線 LAN を活用したデータ取得による地

域活性化の取り組みは各地で行われており、山

形県では、Wi-Fi で収集した行動データが蓄積

され、それを分析し、予測される材料として観

光などの分野において活用している（山形県デ

 
※ 2022 年度卒業生 

ジタルコンテンツ協議会，2019）。静岡県での

取り組みでは、「今まで感覚で『○○だろう』

と推察していた中心市街地周辺の課題を、『人

流データ』により確認することができた。また、

『人流データ』で街中の人の動きを可視化した

ことで、関係者が街の課題について共通認識を

持ち、議論するきっかけができた。」という地

域活性化への効果が報告されている（昭和設計

株式会社，2022）。 

  これら２つの取組とも、Wi-Fi アクセス時に

利用者の属性を取得する機能は備えておらず、

商店街等の来街者動向の分析に有効なデータを

取得することはできない。 

本研究では、独自に開発した公衆無線 LAN シ

ステムにより山口市中心商店街に来る顧客の移

動データを取得して分析し、商店街の活性化対

策の立案に用いることを考える。オープンソー

スを用いて独自の無線 LAN システムを構築し、

来街者の属性を取得する機能も備えた。アクセ

スポイントは山口市中央商店街の中市商店街に

設置し、アーケード内の移動に加え、3 店舗の

室内にもアクセスポイントを設置した。 

 本論文の構成は以下の通りである。地方都市

商店街の現状と中市商店街を選択した理由につ

いて述べたあとに、構築した公衆無線 LAN シス

テムの概要について説明する。その後、取得し

たデータを処理する際の工夫点について紹介し、
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データ解析によって分かった来街者の移動傾向

について述べる。 

 

２ 地方都市商店街の現状と調査商店街の選定 

商店街が果たす経済機能と社会機能について、

平成 21 年の「地域商店街活性化法」は、その衰

退を指摘し、活性化推進の方針を打ち出してい

る。しかし、商店街活性化についての各方面か

らの努力が功を奏したとは言い難く、最近の調

査から商店街機能の低下は継続しており、深刻

な状況にあることが分かった。 

 

2.1. 地方都市商店街の現状 

商店街の現状について、令和３年に実施され

た「商店街実態調査」（中小企業庁, 2021）か

ら人口規模 10万～20万都市の商店街がほかの人

口規模の地域に比べ、衰退状況が著しいことが

分かった。 

例えば、“繫栄している（繁栄の兆しがある

含む）”と答えた割合が一番高いのは「政令指

定都市・特別区」の 6.4％であるが、人口規模

10 万～20 万の場合の割合は 3.7％であり、全体

平均の 4.4％を下回っている。そして、“衰退

している（衰退の恐れがある含む）” 

と答えた割合が一番低いのは「政令指定都市・

特別区」の 56.2％であるが、人口規模 10万～20

万の場合 70.4％であり、全体平均の 67.2％を上

回っている。“来街者数の増減”については、

人口規模 10万～20万の場合、「増えた」と回答

した割合が最も低い 2.5％であるところ、「減

少した」と答えた割合が 72.5％であり全体平均

の 68.8％を上回っている。 

商店街の年間販売額・事業所数・従業者数に

ついて、経済産業省(令和 2 年)の「商店街の現

状等に関する基礎資料」では商店街が小売業全

体と比較されており、商店街の減少幅が小売業

全体を上回ったことが示されている（図 2-1）。 

こうした商店街衰退の外部要因として、人口

減少に伴う需要の縮小、郊外の大型店との競合、

電子商取引(バーチャル)の普及、モノ消費から

コト消費への転換などが注目されている。これ

らの要因への対応として、消費現場の意思決定

(販促等、マーケティング)にデータをフィード

バックし、ビジネスプロセスを最適化すること

が考えられる。 

 

2.2. 山口市中心商店街の現状 

山口市の令和 6 年 8 月 1 日の推定人口は

189,830 人で、市の中心部にある中心商店街に

は多くの商店や飲食店、金融機関が並び、周囲

には中央郵便局をはじめとした事業所等が立地

し、様々な都市機能が集積している。近年、山

口市の人口減少傾向に反して、中心市街地人口

が増加しているが、世帯数は市全体と同じく増

加しているため、一世帯当たりの平均人数は市

平均の 2.14 人を下回り 2.02 人になっている。

また、老年人口の比率は増え続け、平成 27 年に

30.4％になっている 1)。 

中心市街地において、平成 28 年の事業数と従

業員数はそれぞれ平成 13 年の 71.9％、72.0％

に減少していて 2)、第 3 次産業の割合は、事業

所では 95.6%、従業者数では 92.0%で高く、平成

9 年から平成 28 年にかけて、小売業商店数は

197 商店(約 42.3％)、小売業年間商品販売額

は、25,819 百万円(約 55.2％)、小売業売場面積

は 17,411 ㎡(29.9%)減少している(山口

市,2021)。 

このような中心市街部の衰退に対して、山口

市は平成 19 年から「山口市中心市街地活性化基

本計画」を立て、活性化を図ってきた。現在第

3 期 3)が実行されている最中である。 

  

2.3. 山口中市商店街調査の理由 

商店街が規模の小さい小売店の集合体である

ため一度に商店街から店舗が消えることは起き

にくい。そのため、商店街は変化する顧客ニー

ズに対応した最適なテナントミックスにより、

全体の回遊性を高め、地域の人口や利用者数に

応じて規模を増減させながら存続してきた。 

このようななか、山口市中心市街の活性化を

考える際に、市街地の居住人口の増加や高齢社

会の進行、消費者志向の多様化などにより変化

した地域のニーズや新たな需要に対応する必要

がある。 

図 2-1⼩売業全体と商店街の推移の⽐較(経済産業省,2020) 

山口学研究 第5巻(2025)

19



 

さらに、「商店街実態調査」では“商店街と

しての機能”について、「商業機能によって、

多くの来街者が期待できる商店街」の単独型と

「商業機能と地域コミュニティ支援機能を複合

的に備える」複合型に分類しており、「人口規

模 10万～20万の地域」に立地する商店街におい

て、単独型の割合が 18.0％である一方、複合型

の割合が最も高く、48.9％である（中小企業

庁,2021）。将来の展望についても複合型が高く

期待されていて、山口市中心商店街においても

商業機能だけではなく、複合機能を大いに望ま

れていると思われる。この複合機能においては、

前述のように、変化する顧客のニーズに対応し

た最適なテナントミックスを図る必要がある。

これにより、全体の回遊性を高め、商店街全体

の持続可能な需要量を確保することにつながる、

と考えられる。 

山口市商店街の通行量(平日)は、平成 8 年に

比べ、令和 2 年は 37.0％に低下したが 4）、総通

行量に対して中市・JTB 前の通行量は 39.2％で

あり、平均より高く、比較的元気な場所である

といえる（山口市,2021）。通行量(休日)につい

ても、総通行量に対して中市・JTB 前では、平

成 8年は 54.1％、令和 2年は 45.3％であり 5）、

全体で最も高く、2 位の米屋町・みずほ銀行前 6）

を大きく上回っている（山口市,2021）。中市商

店街の活性化は商店街全体の活性化に大きな影

響を与えると言えよう。よって、本研究は調査

対象地域を中市商店街とした。 

 

2.4. 公衆無線 LAN による人流調査 

いままで山口市中市商店街では目視やカメラ

による人流計測が行われていた。これらの手法

では、スタッフが直接、カウンターや調査票を

用いて通行人数をカウントしたり、観察によっ

て人数・属性などを手作業で記録したり、ある

いは画像によって人数・属性を識別したりして

いる。これらの方法で得られた属性データの正

確性は高くない。 

また、目視による計測は調査時間と場所が限

定され、特定の時間・特定の時間帯しか調査で

きないため、リアルタイム性や継続性が著しく

かけている。 

このような課題を解決するための手段として

本研究では、公衆無線 LAN の活用を考える。こ

のアクセスポイントを多く設置すれば、広範囲

かつ長期的の計測ができ、かつ来街者の移動経

路や回遊動線をリアルタイムに把握することが

できる。 

また、事前に無線 LAN の利用者の同意を得て

年齢や性別等の利用者属性を取得しておけば、

移動経路、滞在時間、リピート率など詳しい行

動分析ができ、商店街活性化のためのより正確

で具体的な提案ができる。 

３ 公衆無線 LAN による利用者移動情報取得 

 

3.1. アクセスポイント間移動による追跡・  シ

ステム構成の概略 

 Ubuntu18.041 (Debian2 系)に MySQL (デー 

タベース管理システム)、Apache2 (Web サーバ)、

Ruby on Rails (Web アプリ開発フレームワーク)

をインストールしてインターネットへの中継機

能を含むメインサーバ機を１台用意し(図 3-1 青

部分 )、サブのサーバー (複数 )としては

Raspbian3(Debian 系)に CoovaChilli (キャプテ

ィブポータル機能 )をインストールした 

Raspberry Pi4(図 3-1 黄色部分)をサブのネット

ワークアクセスサーバとして用意した。これら

には以下で述べる Wi-Fi ローミング機能をもつ

アクセスポイントが接続される。 

 

 
図 3-1 公衆無線 LAN システム構成 

 

・Wi-Fi ローミング 

複数の Wi-Fi アクセスポイントについて 

SSID、暗号方式、パスワードを同一にし、接続

中の端末の接続状態が悪化した際により接続状

態の良いアクセスポイントに自動的に接続を切

り替える技術である(サイツ,2022)。本研究では、

この Wi-Fi ローミング中にアクセスポイントに

記録される接続データを使い、利用者の移動情

報を得る。 

・syslog 

ルータ、スイッチ、プリンタなどの機器の動

作履歴であるシステムログは syslog によって記

録される(ソリトン,2023)。本研究では無線 LAN 

アクセスポイントの syslog クライアント機能

によって記録された MAC アドレスを用いて利用

者の追跡を行うことを考えた。しかし最近のス

マホ等にはプライバシー強化のため一時的な

MAC アドレス割当の機能があり、この代替とな

る方法も検討した。これについては、4.2.で述

べる。 

・属性取得 

無線 LAN 接続時に利用者の属性データを収集す

る。収集項目は街づくり山口と協議し、利用者

への負担とならないよう、項目数は図 3-2 の 5

つとした。このうち、毎回入力を要求する項目

は交通手段と目的の２つ(赤枠)で、他の３つ(青

枠)は登録時のみである。このほかに利用者のニ
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ックネームも登録しており、利用者特定のため

の情報の一部として用いている(第４章で後述)。 

 

図 3-2 利用者の属性 

 

・位置情報プライバシー（総務省,2014） 

「位置情報プライバシーレポート」には位置

情報の個人情報としての判断について以下の指

針が示されている。 

1. 位置情報は、単独では個人情報に該当しない。 

2. 位置情報が他の特定の個人を識別できる情報

と容易に照合できる場合には、個人情報に該

当する。 

3. 長期間収集された位置情報は個人を特定しう

るため個人情報に該当する。 

4. 個人を特定したうえで長期間収集された位置

情報は、個人の趣味嗜好さらには思想信 

条まで容易に推測できる場合があるため、高

いプライバシー性を有する。 

本研究では利用者の位置情報と属性情報を収

集する。位置情報には MAC アドレスを用いる場

合、これは製造時に割り振られる端末の固有番

号であり、それ自体に個人情報を含まないが、

実質的に利用者と結びついている（総務

省,2014）。行動履歴が保存される範囲は無線

LAN を設置した範囲に限られるが、これを属性

情報に結びつけるため、個人を特定しやすいと

考え個人情報として扱う。 

位置情報の取得・利用・第三者提供について

は、事前に利用者への通知・同意が必要である。 

通知は単に規約に記述するだけでなく、図 3-

3①のように利用者に分かりやすい形で示す必要

がある。同図②は利用規約の一部である。 

接続行為は利用者が自ら行うため、利用記録

が収集されていることへの認知があるとしてよ

い。よって接続直後に利用規約のページを表示

すれば、通知と同意を得ることができると考え

る。また、生データの第三者提供は行わないた

め、利用規約により一括した通知と同意が可能

である。 

 
図 3-3①利用の要約の画面 ②規約画面 

 

3.2. 中市商店街への無線 LAN 設置 

位置情報プライバシーに十分に留意した上で、

Wi-Fi ローミング機能を用いて、山口市中市商

店街に利用者の行動追跡が可能な公衆無線 LAN

を設置した。「山口市中心商店街 Wi-Fi 活用実

証実験事業」の支援を山口市から受け、街づく

り山口・山口大学が共同して開発・運用を行っ

た。SSID として「Machinaka Free Wi-Fi」を設

定しており、誰でも無料で利用できる。利用者

が所持するスマートフォンはその移動に伴い、

Wi-Fi ローミングによって接続するアクセスポ

イント(AP)が切り替わっていく。AP に記録され

た利用者の端末情報から利用者端末位置を検出

することができる。 

利用者の位置を観測しやすくするため、いく

つかの AP では指向性アンテナを用いた。図 3-4

に 中 市 商 店 街 の AP の 位 置 を 示 す 。 

 アクセスポイントとそれらの特徴について、 

図 3-4 の AP のうち、赤色の扇形の記号が指向性

アンテナであり、扇が広がる方向に指向性があ

る。水色の二重丸は無指向性アンテナである。 

 

 
図 3-4 中市商店街における AP の配置 

 

NAC前広場のアーケード側には「NAC向け」と

「NAC 前」の２つの指向性アンテナを設置して

いる。NAC は中市商店街振興組合のイベント会

場である中市コミュニティホールの通称であり、

市民が気軽に利用できる公共スペースがある。

なかぴあは屋根付きのベンチや芝生のある公園

である。 
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マルシェ中市にはスーパーと生鮮食品を扱う

11 店舗が入居しており「マルシェ内」(店舗内)

と「マルシェ中庭」の２つの無指向性アンテナ

を設置している。マルシェ中市と井筒屋の間に

は「うな・とり」（居酒屋うな道とり道：現在

は閉店）の指向性アンテナを設置している。同

様のアンテナは、井筒屋前に「井筒屋」を米屋

町商店街側の端に「JTB」に設置している。文房

具店のモリイケとワタナベ化粧品店内には無指

向性アンテナを設置した。 

 

3.3. 利用者認証と移動データ処理  

図 3-5 に利用者の認証とその移動を把握する

データを処理する流れを示している。3.1.に記

したように利用者の追跡のために、アクセスポ

イントの syslog クライアント機能によって記

録された MAC アドレスを活用している。この情

報がメインサーバに送られ、syslog によって受

けとられる。 

認証機能では、RADIUS（J. Hassell, アクセ

ンステクノロジー訳，2023）と CoovaChilli

（Coova.org）を使っている。RADIUS はユーザ

認証・ネットワーク権限の付与・利用記録の管

理を行う。CoovaChilli は、キャプティブポー

タル（Coova.org）によりネットワーク接続認証

を行うオープンソースソフトウエアである。こ

の認証機構でユーザデータとログインログが記

録される。 

以上の syslogデータ、ユーザデータ、ログイ

ンログは、メインサーバ内のデータベースシス

テム MySQL（yoku0825 他，2024）に格納される。 

図 3-5 利用者の認証とその移動を把握するデ

ータを処理する流れ図 

 

４. 来訪客データの整理 

 構築した公衆無線 LAN により来街者の行動デ

ータを取得した。その期間は2020年12月〜2022

年 2 月である。 

 

4.1. 利用者の属性データの整理 

利用者の属性データは、利用者端末の MACアド

レスとともに、ユーザデータおよびログインロ

グに記録した。前者には初回利用時のデータ、

後者は 2 回目以降の利用時のデータが記録され

ているが、データの取り扱いを容易にするため

に、これらをひとつのテーブルに統合した。 

 

4.2. 利用者の属性データと syslog データの紐

づけ 

syslog データには、利用者の属性データと紐

づけを行うために利用者端末の MAC アドレスの

記録が記録されている。しかしながら、スマー

トフォンやタブレットなどの携帯端末の MAC ア

ドレスは、利用者の行動がトラッキングされる

ことを防止するため、自動的に変更される仕組

みが導入されている。また、スマートフォンや

タブレットなどの端末は、ひとりの利用者が複

数台所有するケースも考えられ、利用者が複数

の端末を使ってシステムを利用する可能性もあ

る。そのため、MAC アドレスを用いて利用者の

属性データと syslog データとの紐づけはできな

い。そこで、「ニックネーム、年齢、性別が一

致していれば、同一ユーザである」との仮定の

もとに、ニックネームと年齢および性別を連結

した文字列（以降、利用者識別コード）を作成

した。次に、利用者識別コードと MAC アドレス

との対応表を作成し、これを用いて利用者の属

性データと syslog データとの紐づけを行った。 

 

4.3.アクセス記録が極端に多い利用者データの

除去 

利用者別アクセス数には 1から 122,085回まで

幅があるが、本システムの AP の電波利用が可能

な範囲に長時間とどまる利用者（例えば居住者）

の記録は極端に多いと考えられる。このような

一部の利用者の記録が、分析結果に歪をもたら

す懸念があるため、大半の利用者が含まれるア

クセス数が 2500 回以下のデータを分析に用いる

ことにした。 

 

4.4. 周遊行動データの整理 

利用者の商店街における周遊行動を分析する

ために、利用者識別コードおよび時刻順にデー

タの並び替えを行った。次に図 4-1 のように、

FromHost（もともと syslog データのレコードに

記録されていた APの IPアドレス）と ToHost(次

のレコードの IP アドレスを転記)のフィールド

を設けて整理した。 

このシステムでは利用者の周遊終了 AP を見分

けることができないので、「利用者は日を越え

て商店街で周遊行動を続行することはない」と

仮定した。この仮定をもとに、各日の周遊記録

の最終レコードでは、FromHostの IPアドレスを
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ToHost に記載することで周遊の最終地点を判別

できるように整理した。 

次に、図 4-1をもとに利用者の属性別に 2地点

の AP 間の移動を図 4-2 の表の形式に整理した。 

 

 
図 4-1  Syslog データの加工 (FromHost と

ToHost) 

 

 
図 4-2 利用者の AP 間移動の集計表 

 

4.5. 周遊行動データの可視化 

 来街目的および来街手段別に、縦軸を始点、

横軸を終点とする利用者の 2 地点間移動をヒー

トマップとして描いた（図 4-3、図 4-4）。図 4-

3中の a～fの記号と枠、図 4-4中の g～jの記号

と枠の意味については 5.3 で説明する。ヒート

マップにおける AP ポイントは、図 3-4 の指向性

アンテナ（赤い扇形）を米屋町商店街から NAC

に向けて順番に並べて、店内に設置した無指向

性アンテナ（水色の二重丸）は最寄りの指向性

アンテナに隣接するように配置した。カラース

ケールは、利用者の移動記録の総数（n）に占め

る割合（パーセンテージ）を示している。 

 

５ データ分析とその結果 

 

5.1. ユーザ属性 

ユーザ属性の集計を表 5-1 に示す。前述のよ

うに、年齢、性別、来街頻度は初回の登録時の

みに入力されているが、目的と交通手段は来街

の毎回に入力を求めている。よって、目的と交

通手段の集計数が多くなっている。 

年齢は主要なスマホ利用層である 10歳代から

50 歳代が多い。また約半数が週１回以上来街し

ていることから、日常的な利用者が多いことが

分かる。デパートの食品売り場、スーパー、市

場が立地していることが食品や日用品の購入者

や仕事目的の多さの要因と思われる。催事が可

能な施設があるにも関わらず、イベント来街者

は 534 人と極端に少ない。データ取得期間の

2020 年 12 月～2022 年 2 月は新型コロナウイル

ス対策期間であったことが影響したのであろう。 

交通手段は徒歩と自転車が多いことから、商

店街の中か近隣の居住者の利用が多いことが分

かる。大きな立体駐車場をはじめとして駐車場

がいくつかあるため、自家用車による来街も多

くなっている。 

以上のことから、中市商店街は、商店街内また

は近隣に居住する、20歳代から 50歳代の生産年

齢層の仕事や生活の場として主に機能している

といえる。 

 

表 5-1 ユーザ属性集計 

 
 

5.2. 来街目的と手段 

 来街者には目的として、買い物(食品・日用

品)、買い物(その他)、食事、観光、イベント、

仕事、その他の 7 項目を問うている。図 5-2(a)

から、食品・日用品の買い物と仕事が多い一方

で、イベントと観光が少ないことが分かる。図

5-2(b)は地点別の来街目的の割合を示したもの

で、マルシェ中市はスーパーマーケットである

ので、マルシェ内とその中庭については食料

品・日用品の割合が高くなっている。モリイケ

とワタナベでは仕事の割合が高い。これは、こ

れらは店舗内にアクセスポイントを設置してお

り、従業員の利用が多いためと考えられる。 

図 5-3(a)を見ると、徒歩、自家用車、自転車の

３つの方法による来街者が殆どで、バス、タク

シー、列車は少ない。図 5-3(b)は地点別の来街

手段の割合を示したもので、NAC 前、NAC 向け、

及びマルシェ内は徒歩が多い。これはマルシェ

中市で近隣の居住者が食品や日用品の購入をし

ているためと思われる。モリイケとワタナベで

は自家用車の割合が大きいが、これはこれらの

店舗の従業員の多くが自家用車で通勤している

ためと思われる。 

 

5.3. 周遊行動分析 

図 5-4 は各地点の流入数と流出数であり、各地

点においてほぼ同数である。数は JTB 前が一番

多いが、これは「第 3 期山口市中心市街地活性

化基本計画」(山口市,2021)の商店街通行量調査

(平日)と一致している。これは隣接する米屋町

商店街からの通行客の多さを反映していると思

われる。ついで多い NAC 前と NAC 向けは、隣接

する大市商店街からの通行客と思われる。それ

に次ぐ井筒屋前は、中市駐車場から井筒屋内を

山口学研究 第5巻(2025)

23



 

通り、アーケードに抜ける客の多さを表してい

ると思われる。 

図 4-3 および図 4-4 では、2 つの AP 間の移動

をヒートマップとして可視化した。各図に記載

したアルファベットは、以降の分析項目のアル

ファベットと対応している。 

 

図 4-3 来街目的別ヒートマップ 
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図 4-4 利用交通機関別ヒートマップ
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図 5-2（a）来街目的の数 図 5-3（a）来街手段の数 

山口学研究 第5巻(2025)

26



 

図５-５a 来街目的別の主な人流パターン 

 

図５-５ｂ利用交通機関別の主な人流パターン 

 

図 5-5(a)は無線 LAN アクセスポイントの位置

関係と、図 4-3 のヒートマップから読み取れる

来街目的別の主な人流パターンを矢印として書

き加えたマップである。 

これらから、２つの AP 間の移動について、以

下の特徴が読み取れる。 

a「観光」を除き 7） 、JTB と井筒屋間の移動

が一番多い。 

b 次に多い二点間の移動は「買い物（食品・

日用品）」の場合はマルシェ内とマルシェ中庭

間、「仕事」の場合は井筒屋とうな・とり間、

「食事」の場合マルシェ内と NAC 前間、「買い

物（その他）」の場合井筒屋とうな・とり間、

「イベント」の場合井筒屋とうな・とり間、に

なっている。 

c ワタナベとモリイケ（店舗内に AP を設置）

を行き先とする来街者の行動パターンを示して

おり、以下の特徴が見出せる。 

・買いもの（食品・日用品）と食事の場合、 

どの地点からもモリイケ、ワタナベへの移動

は少ない。 

・仕事、買い物（その他）、イベントの場合、

いくつかの地点からモリイケ、ワタナベへ

の移動がある。例えば、買い物（その他）

の場合と仕事のヒートマップでは、井筒屋 

 

 

 

 

からワタナベへの移動を表すマスの色が濃く

なっている。 

  （ワタナベについて） 

c-1 買物（その他）については、井筒

屋にも化粧品売り場があるため、そこへ

の立ち寄り後、ワタナベ化粧品店に移動

した顧客の行動と思われる。 

c-2 仕事については、ワタナベ従業員

の通勤行動を示していると思われる。 

 （モリイケについて）   

モリイケと NAC 前と交差部分が少し濃くな

っているが、これは客の店舗の出入りを表し

ていると思われる（店舗正面に NAC前 APがあ

る）。 

以上のことから、無線 LAN データが来街者の

移動を一定精度で捕捉できていると判断できる。 

d ワタナベ、マルシェ内、マルシェ中庭、モ

リイケの AP は店舗内（庭の中）にあるため、室

内での来街者の記録に限られ     、ヒートマップ 

を見ると、これらの AP の行にあるマス（マル

シェ内とマルシェ中庭２AP 間の移動を示すマス

を除く）の色が薄くなっている。 

e NAC前の APはアーケード内に西向に設置さ

れており、多くの来街者の動きを把握できるた

め、NAC前行のマスの色が比較的濃くなっている。
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JTB、井筒屋前、うな・とりもアーケード内に設

置されているため、同様な傾向がみられる。こ

れらの AP は全て広い範囲をカバーしているため、

アーケード通行者の動きを多く捉えている。 

f 観光以外の５つについて、マルシェ内とマ

ルシェ中庭間の往来が見られる。これら２つの

AP は近接しているので当然であるが、特に買物

（食品・日用品）における往来が顕著である。

マルシェ中市にはスーパーと市場が入居してい

ることを正確に表している。 

さらに、図 4-4 来街手段別のヒートマップお

よび図 5-5(b)から、以下の特徴が見られた。 

g タクシー以外の交通機関を用いた利用者は、

JTBと井筒屋の間の往来が多い。井筒屋に立ち寄

るとともに、米屋町方面に足を向けた利用者が

多いことがわかる。 

h タクシーの利用者では、うな・とりと井筒

屋の間の往来、ワタナベと井筒屋の間の往来が

多い。これは、これらの利用者は他の交通機関

の利用者よりも来訪目的がはっきりしており、

目的地が絞られているためと考えられる。 

i バスの利用者は、井筒屋周辺や米屋町方面

マルシェ内とマルシェ中庭が多い。これは、う

な道・とり道の前の通りまっすぐ進むとバス停

（西京橋）があることによると思われる。 

ｊ 列車の場合は、NAC前と NAC向けの間の往

来が多い。一方、マルシェ内、マルシェ中庭へ

の立ち寄りがほとんどない。 これは、NAC では

イベントがよく開催されており、それへの参加

のために来街した人々の行動を示していると考

えられる。 

    

６ 商店街活性化へのデータ活用の提案 

中市商店街における利用実態について、表 5-

1 から月 1 回以上の来街者が全体の 75.8%を占め

ており、定期的な利用が行われていることが確

認できる。さらに図 5-2（a）では食品・日用品

と仕事の目的が多いことが分かることから、商

店街は地域住民の日常生活を支える生活拠点と

しての機能と、地域雇用を創出する経済拠点と

しての機能を併せ持つことが明らかである。加

えて、NACでは地域コミュニティが実施するイベ

ントが開催されており、図 4-3 の目的別及び図

4-4の来街手段別ヒートマップにおいても NACに

関わる来街者の行動が確認できている。 

このことから商業機能と文化・コミュニケー

ション機能が融合した複合的な空間特性を有し

ていると結論づけられる。 

今後の商店街の持続的発展に向けて、本研究

の調査結果に基づき、以下の 3 点の具体的なデ

ータ活用策を提案する。 

 

6.1. 一の坂川観光資源との連携施策：観光客の

商店街への回遊促進プログラムの開発 

観光目的の来街者数（表5-1）を見ると、全体

に占める割合がわずか 0.05％で、これは COVID-

19 の影響があったとは言え、2021 年山口市の観

光客数が 335.8 万人であることを踏まえれば、

やはり少なすぎると言えよう（山口大学経済学

部,2023）。 

山口市が 2022 年に実施した観光調査（山口大

学経済学部,2023）の結果によると、回答者全体

の 14.42％が一の坂川を訪れ、山口市の魅力につ

いて、「古い街並み（一の坂川周辺など）」の

魅力を感じたと回答した比率 20.70％であった。 

一の坂川は中心商店街から近距離に位置して

いることから、商店街への誘導は可能であり、

この“ラストワンマイル問題 8）”をクリアし、

より多くの観光客を商店街に誘致する方策を考

える必要がある。 

 

6.2.来街者属性に応じた情報発信の最適化 

来街者の目的別、交通手段別のヒートマップ

から、来街者行動の特徴についてある程度が分

かった。 

目的別のヒートマップから NAC 前 AP と他のど

の AP についても一定以上の移動が確認できる。

これは AP のアンテナが米屋町向けに設置されて

いるため、アーケード通行者の動きを多くとら

えているためである。この AP のアクセス範囲の

広さを活用して、中心商店街の広告や電子クー

ポンなど、広く来街者に情報を伝えることがで

きると考えられる。 

一方、広告や電子クーポンのターゲットを絞

りたい場合についても、その判断にヒートマッ

プを利用できる。例えば、来街手段が徒歩、井

筒屋が始点である場合（図 4-4）、井筒屋から移

動量の多い（４％以上）三つの移動先は JTB,う

な・とり、NAC前であるため、この三つの移動先

の周囲店舗に関連する広告などの投入が考えら

れる。すなわち、ヒートマップを利用して、始

点とした AP の横行の比較的に色の深いマスが対

応する横軸にある AP の周囲の店舗をターゲット

にすれば良い。 

 

6.3.店舗の競合優位性の分析と強化 

来街手段別のヒートマップから興味深い傾向

も見えた。マルシェ内－マルシェ中庭間の移動

である。5.2でも言及したが、マルシェ中市には

近隣の住民が食品・日用品を買うために来店す

る人が多い。しかし、このマップから、徒歩と

自転車での来街者に比べ、タクシーとバスによ

る来街者の方がこの二つの AP 間の移動が目立っ

ている。これはこの店に、遠方の方々がタクシ

ーやバスを利用しても求めたい商品があるかも

しれない。今後アンケート調査などにより、こ

れがどのような商品か明確にすれば、遠方の消

費者の来街を促し、店の収入の向上につながる

方策を得ることができそうである。 
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７ おわりに 

中市商店街に公衆無線 LAN を設置し、取得し

た来街者の移動データから、山口市中心商店街

は商業と職場としての一定の複合機能をもって

いることが分かった。また、来街目的別、来街

交通手段別の行動を分かりやすく把握するため、

各々のヒートマップを作成した。これを用いて

来街者の行動特徴を分析し、来街者の特徴（属

性）に合わせたマーケティングの以下の 3 点の

提案も行った。 

・アーケード通行客全体への広告やクーポン

情報などの提供（6.2 節） 

・それに対し、来街者の移動情報からターゲ

ット客に対しての情報提供も可能（6.2 節） 

・タクシー・バスへの来街者をターゲットと

した商品配置（6.3 節） 

一方で、観光客とイベント参加客のサンプル

が大変少ないが、これはデータの取得期間の

2020 年 12 月～2022 年 2 月は COVID-19 対策期間

と重なっているためであり、また高齢者のサン

プルが少ないのは、スマホや Wi-Fi の利用が少

ないためと考えられる。来街者分析の精度を上

げるためには、これらのデータ数を増やすため

の方策を考える必要がある。 

中市商店街の公衆無線 LAN システムは現在も

稼働中であり、2020 年 12月から 4 年間以上のデ

ータが記録されている。このデータを用いれば、

季節による違いや平日と休日による違いなど、

多様な分析をすることができる。 

また、交通手段や性別などの属性も自由に設

定することができるという独自システムの利点

を活かし、本研究とは別の視点からの分析も可

能であり、商店街活性化の方策立案のためによ

り詳細な分析を行うことが今後の課題としてあ

げられる。 
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【注】 

1) 山口市,2021,「第３期山口市中心市街地活

性化基本計画」より計算   

2)  同注１ 

3)  令和３年７月～令和９年３月 

4)  同注１ 

5)  同注１ 

6）みずほ銀行は図 3-4 の米屋町商店街に立地す

るため、無線 LAN アクセスポイントを設置し

ていない。そのため、今回の分析地点には含

めていない。 

7)  今回使用したデータは COVID-19 流行の影響

を受け、観光客サンプル数が極めて少ない

ため分析に用いないことにした。 

8）ラストワンマイルとは、元々は通信業界に用

いられていた言葉で「生活者や企業に対し、

通信接続を提供する最後の区間」を意味し

ていた。現在は、物流、交通業界において

多く用いられて、「顧客にモノ・サービス

が到達する最後の接点」を指す（グロービ

ス経営大学院）。本論文では一の坂川から

中心商店街への「あと一歩」という意味で

使っている。 
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シェアサイクルポート利用予測
のためのダイナミックモデルの
構築

山口大学 国際総合科学部

杉井 学

資料４-２
杉井副会長提供資料



シェアサイクル事業

» 導入の理由

• 多様な移動手段の確保（生活の利便性向上、観光の振興）

• ラストワンマイル

• CO2排出量の削減

» 歴史

• 1965年 アムステルダム（オランダ）, 1995年 コペンハーゲン（デンマーク）, 
2000年 ドイツ, 2005年 フランス, 2008年 中国, 2009年 日本, 
2010年 イギリス, 2014年 台湾, 2019年 アメリカ, etc…

» 日本全国で349都市（2024/3 現在）で実施中

» シェアサイクル事業の現状

• 約6割において収支がマイナス

• 自転車の再配置費用は、必要経費の３～４割程度に上り、事業運営を圧迫

• 赤字都市では、支出に対する利用料金収入の割合は４割程度にとどまり、
地方公共団体による補助金を活用している都市も２割程度にとどまる。

令和7年「シェアサイクルの動向」 国土交通省 都市局 街路交通施設課
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001867382.pdf

シェアサイクルの導入都市数

2



山口県山口市におけるシェアサイクル事業

» 2020年9月より、実証事業開始

» 山口市とecobike株式会社と共同で、市内数十か所にポートを設置

• 2025年7月現在で市内44か所にポートを設置

» スマートフォンのアプリから利用申請することで最小30分から利用することができる。

• 普通自転車

• 最初の30分100円（以降50円/10分）

• 上限1,500円/8時間未満

• 電動アシスト付き自転者

• 最初の30分200円（以降100円/10分

• 上限1,500円/4時間未満

山口市シェアサイクル実証事業
https://www.city.yamaguchi.lg.jp/soshiki/73/88411.html 3



シェアサイクル事業の課題

» 自転車が特定のポートに滞留する

• 再配置費用は３～４割程度に上り、事業運営を圧迫

» 利用料金の適切な設定が難しい

• 赤字の都市では、支出に対する利用料金収入が４割程度にとどまる。

» ポート増設の根拠を立てづらい

• 場所、利用率、収益等の予測が難しい

» ヘルメットの義務化どうなる？

• いくつかのポートで貸し出しをしているが。。。

ポート毎の利用動体が予測できれば、いくつかの課題が解決できるのではないか？

4



ペトリネットと動体予測モデル
の作成

5



ペトリネット

» ペトリネットは、Carl Adam Petriが発明した化学反応等の
離散事象を数学的に表現する手法。

» 現在は、Hybrid petrinetとして、離散と連続を扱えたり、
階層構造表現を可能にしたColored petrinetなどがある。

» 状態を表すプレース（円）、事象を表すトランジション（四
角）で記述し、状態と事象の関係と変遷をアーク（矢印）
で表現する。

» 各シェアサイクルポートをプレース、利用頻度をトランジションで
表現することで、山口市で実証展開しているシェアサイクルの
利用動体を表現した。

6

プレース トランジション アーク

place1

place3

place2

Aポート

Cポート

transition2

transition1

Bポート
arc1

arc3

arc4

arc2



シェアサイクル利用データ

» データ：山口市におけるシェアサイクル利用者別の使用記録

» 期間：2020年9月4日～2025年6月30日

» レコード数：50,757

• フィールド

• 利用者ID

• 貸し出しポート

• 返却ポート

• 貸出日

• 貸出時間

• 返却日

• 返却時間

• 利用時間

7



ペトリネットを用いたシェアサイクル動体予測モデル

» 全シェアサイクルポート数 43

» プレース、トランジション、アークの接続

構造を表すXML記述をプログラム

（perl）で出力

• 86 プレース

• 84 アーク / プレース

• 1,806 ( 43C2 x 2) トランジション

• テストアーク

• 累積用トランジション

» ペトリネットシミュレーションソフト

（SNOOPY）で読み込んでシミュ

レーション

8

p1

p3 p2

t2

t1

t3

t5

t4

t6 p4

Aポートの貸出・返却状態

Bポートの貸出・返却状態Aポートの貸出・返却累積

Bポートの貸出・返却累積

t7

t8



2023年度に利用頻度の高い上位10ポートの利用数推移と予測値

0

1

2

3

4

5

6

7

8

A B C D E F G H I J

平
均
利
用
数

 /
 日

利用頻度の高い上位10ポート

2021 2022 2023 予測値

ポート名
2023年度
実績値

（回数/日）

モデル予測値
（回数/日）

予測値／
実績値

2021-2023

標準偏差

A 6.89 5.99 0.87 1.98

B 5.34 6.39 1.2 1.73

C 5.17 4.67 0.9 1.31

D 4.57 4.28 0.94 0.77

E 3.92 3.91 1.0 0.37

F 3.73 3.34 0.9 1.07

G 3.43 3.68 1.07 0.59

H 3.42 4.07 1.19 1.03

I 3.35 3.35 1.0 0

J 2.65 2.96 1.12 0.38
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2024年度に利用頻度の高い上位10ポートの利用数の年度推移と予測値

0

2

4

6

8

10

12

14

A I D F C H K E J G

平
均
利
用
数

 /
 日

利用頻度の高い上位10ポート

2021 2022 2023 2024 予測値

利用総数 伸び率

2021年度 4,819 ---

2022年度 10,150 110.6%

2023年度 12,468 22.84%

2024年度 18,058 44.83%
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ポート名
2024年度
実績値/日

モデル予測値/日
予測値／
実績値

2021-2024
標準偏差

2023年度
実績値/日

A 11.22 10.93 1.01 3.25

I 9.08 8.35 1.00 2.86 3.35

D 8.05 6.7 0.86 2.04

F 7.47 6.63 0.92 2.26

C 7.65 7.77 1.09 1.95

H 4.51 4.47 1.01 0.99

K 4.18 13.28 3.53 0.76

E 3.87 9.9 2.73 0.37

J 3.57 3.86 1.10 0.55

G 3.38 4.68 1.51 0.54

B - - - - 5.34 11

ポート消失のシミュレーション

» 2023年度末でBポート撤去

» Bポート利用者の50%が1度しか利用したことがない。

» モデルの変更

• Bポートからの貸出利用の50%をIポートからの貸出に変更

• Bポートへの返却はすべてIポートに変更
ホテル

公園

Bポート（撤去）

Iポート

撤去ポート周辺配置図



今後の展開

» ポートの消失および追加による利用動体の変化予測

• 追加ポートと近隣ポートとの距離を動体変化の要素に

» モデルを使った各ポート設置の自転車台数の最適化予測

• 貸出数の多いポートには、自転車を多く設置

• 返却数の多いポートには、自転車を少なく設置

• 自転車の再配置経費分を特定のポートへの返却でディスカウントに充てる

» データ追加によるモデルの精度向上

• 突発的なイベント開催時の利用急増の予測が課題

12
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周南市での自動運転EVバスの実証実験について

NTT西日本では、昨年度に引き続き、県・周南市・防長交通と連携し、自動運転バスの実証実験に参画しています。

昨年度のご意見・結果を踏まえ、今年度は７つの新しい要素を取り入れた運行を実施しています。

【７つの新しい要素】

①信号機連動

昨年度、手動走行となった理由の第1位が信号機(66.9%)

②路上駐車の回避

昨年度、手動走行となった理由の第２位が路上駐車(29.5%)

③夜間走行

④ラッピング

⑤AIアバターバスガイド

⑥スマートバス停（デジタルサイネージ）

⑦商店街で使えるクーポン配布

【NTT西日本提供資料】
資料４-5

西委員提供資料
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【参考】昨年度の実証結果 （最終報告書より抜粋） 【NTT西日本提供資料】

検証結果を多角的に分析し、今年度の実証につなげています
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NTTモビリティ株式会社の設立について
～自動運転事業の推進による自動運転社会の実現をめざす～

市に送付し、協議会資料の別添とする
NTT株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：島田 明、以下「NTT」）は、より安心・安全でサステナブルな自動運転の仕組みの確立

と、自動運転社会の実現をめざし、NTTモビリティ株式会社を2025年12月に設立します。

◆事業概要

◆背景と目的運転手不足が社会問題として広く認識される中、改正道路交通法施行

（2023年）により、特定条件の下での自動運転レベル4での公道走行が

可能となり、2025年現在、各地で実証実験が進んでいます。自動運転移

動サービスについては、2025年度に約50か所、2027年度までに100か所

以上の地域での実現が政府目標に掲げられ、自動運転普及に関する機運

が高まっています。

NTTグループ各社では、高速・高信頼の通信ネットワークサービスや全国各

地での地域密着のリレーション等のNTTグループの強みを生かし、ステークホ

ルダーの皆さまと連携しながら、多数の実証に取り組み、自動運転の社会実

装をめざしています。

このような背景の中、現在の日本の自動運転実現に向けては、安心・安全

な自動運転車両の提供体制の確立、全国規模かつ標準化されたオペレー

ションの実現、日本の道路環境に適応するインフラ環境の整備等、様々な

解決すべき課題が存在しています。これらの課題を解決するために、NTTグ

ループでこれまで培った知見や技術を集約した自動運転専業会社を設立し

ます。これにより多様なステークホルダーと協業を加速し、安心・安全でサステ

ナブルな自動運転社会の実現をめざします。

【NTT西日本提供資料】



主席研究員 チーフ・プロデューサー
松田 智生

tmatsu@mri.co.jp

CCRCとスマートシティの親和性

住⺠主語の街づくりへ

資料４-6
松田オブザーバー提供資料
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松田 智生(まつだ ともお)
1966年東京生まれ 慶應義塾大学法学部卒業
専門は地域活性化、アクティブシニア論
高知大学 客員教授、日本福祉大学 客員教授
【委員】
内閣官房 日本版CCRC構想有識者会議委員
内閣官房 地方創生×全世代活躍まちづくり検討会委員
美唄市 市政アドバイザー
諏訪市 関係人口創出アドバイザー
笠間市 公⺠連携審議会座⻑
京丹後市 新経済戦略推進会議委員
【著書】
「日本版CCRCがわかる本」
「明るい逆参勤交代が日本を変える」
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2017年 山口市フィールドワーク
2017年 山口市CCRC支援
2018年 山口県⽴大学講演
2019年 山口経済同友会講演
2021年 山口市地方創生

アドバイザー
2022年 村岡知事対談

山口と私

出所）政策メディア・霞が関ＴＶ https://www.policy-issues.jp/ 2025年10月26日閲覧
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◇CCRC（継続的なケアを提供する高齢者コミュニティ）
全米で約２千、居住者約70万人、市場規模約５兆円

Continuing Care Retirement Community

◇2015年 地方創生で注目
日本版CCRC 東京圏・大都市圏の高齢者の地方移住

◇2025年 CCRC2.0へ
地元住⺠基点の多世代コミュニティ

CCRC×スマートシティ
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◇5/13の地方創生有識者会議で
「CCRC2.0の可能性」報告

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/

atarashii_chihousousei /yusikishakaigi /dai8/shiryou2.pdf

◇6/13 「骨太の方針2025」と
「地方創生2.0」閣議決定⇒「CCRC2.0の展開」が明記

⇒今後３年で全国100ヵ所設置目標
⇒地域未来交付⾦の支援

2025年︓政策化へ
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◇３つの安⼼︓カラダ×オカネ×ココロ

◇四方よし︓市⺠×公共×産業×大学

◇データ活⽤︓健康×医療×消費×移動×社会参加

CCRC×スマートシティとの親和性
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◇多世代︓高齢者の介護予防、子供の放課後教室
◇ストック活⽤︓廃幼稚園を再生
◇関係人口︓⻘年海外協⼒隊が運営支援

⾏政主導型CCRC︓もみの⽊（愛媛県宇和島市）

出所︓日経BP まちのチカラを引き出したPPPアワード 2020 https://www.nikkeibp.co. jp/atc l/newsrelease/corp/20200930/ 2025年4月14日閲覧
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◇地域交流拠点を次々に開設 2019年「もみの⽊」、
20年「島の保健室」、24年「楽校うらしり」（廃施設活⽤）

◇⽇本郵便と連携
「スマートスピーカー『高齢者⾒守り・ オンライン診療』」

◇高齢化率 2016年︓36.9％⇒2024年︓42.0％ ↑

◇介護認定率 2016 年:24.0％⇒2024年:19.7％ ↓

宇和島市 と官⺠連携で介護認定率が低下
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◇桜美林大学グループが事業化
◇多世代共助︓高齢者×大学生×家族層︓互いに⾒守り
◇福祉学の授業を実施、データ活⽤で⽼齢学研究推進
◇地域連携︓周辺住⺠も介護予防運動に参加

大学主導型︓桜美林ガーデンヒルズ（東京都町田市）

出所：桜美林ガーデンヒルズ https://obir in-gardenhil ls. jp 2025年4月3日 閲覧
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出所：秋田不動産サービス 2025年4月14日 閲覧 https://akita-fs.com/crosse-akita/

◇地銀主導︓市の構想を北都銀⾏グループが事業化
◇集約化︓低層階にクリニック、薬局、銀⾏
◇もう⾞に乗りたくない、もう雪かきしたくない

高齢者が住替え
◇アーケード内で歩いて暮らせる
◇駅前活性化

地銀主導型︓クロッセ秋田（秋田県秋田市）
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◇ニコニコタウンきいれ︓医療法人（参天会）×社会福祉法人
（喜入会）×Ｊリーグ⿅児島ユナイテッド

◇Jリーグ連携︓サッカー選手がさつま芋・焼酎づくりで街づくりに参加
◇雇⽤創出︓引退したサッカー選手を介護・福祉分野で雇用
◇データ活⽤︓排泄パターンをAI解析で介護負担軽減

医療法人主導×Jリーグ連携型（⿅児島県⿅児島市）

出所︓生涯活躍のまち推進協議会 地方創生から⾒る⿅児島市喜入の現在と未来 2025年4月14日 閲覧
ht tps://shouga ikatsuyaku. town/b log/%e5%9c%b0%e6%96%b9%e5%89%b5%e7%94%9f%e3%81%8b%e3%82%89%e8%a6%8b%e3%82%8b%e
9%b9%bf%e5%85%90%e5%b3%b6%e5%b8%82%e5%96%9c%e5%85%a5%e3%81%ae%e7%8f%be%e5%9c%a8%e3%81%a8%e6%9c%aa%e6%
9d%a5%ef%bd%9e%e6%b0%91/
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子どもの遊び、市⺠の学び、多世代交流の複合施設
「あそび場」、「まなび場」、「たまり場」の3つのコンセプト

山口市の多世代交流型CCRC 「湯田温泉こんこんパーク」

出所）湯田温泉こんこんパーク
https://konkon-park.com/
2025年10月20日閲覧

他に検討経緯
・小郡地区
・阿知須地区
・レノファ山口新スタジアム
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×スマートシティが、国が、県が

◎私が

◎ワクワクする暮らし方

大切なのは、私主語×ワクワク感
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◇手段の目的化症候群

◇市⺠不在症候群

◇カタカナ専門⽤語症候群

CCRCとスマートシティを阻む壁
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読むともっとわかる
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◇多世代が輝く街づくり

◇３つの安⼼×データ活⽤×四方よし

◇全国各地に好事例×国の支援

◇私主語

◇一歩踏み出す勇気

まとめ︓CCRC2.0とスマートシティの親和性



①山口大学「持続可能な地域well-being研究推進体」 ②山口都市核/湯田温泉（温泉パークDX提言・支援） ③中山間地域/阿東地域プチ移住継続
➢ 2022〜2025プチ移住実験
➢ 阿東の自然豊かな環境は、感覚過敏のある
子供が落ち着いて自己成長できる場所

➢ 都会の若者が自分を見つめ直せる場所

8月9月10月11月

２つの地域の
連携が弱い

① x ② x ③ = 新たな価値創造

資料４-7
須原オブザーバー提供資料

1



2022 2023

2024

2022年に下関市立大学・近畿大学・青山学院大学の共同研究（湯田
温泉を中心とした山口市観光のSNSデータ分析）で、山口市観光SNS
が孤立分散状態である事を確認。2023年にありのままの現状をデジタ
ルツインモデルで分析。2024年に、ニューヨークタイムズが選定した世
界で訪れるべき場所３位に山口が選ばれた秘密を分析し、分析結果
に基づき、山口の魅力を若者に情報発信するプロセスを新規構築。
2025年に、生成AI分析と現地調査で前年に新規構築されたプロセスを
更に改善し、山口市の魅力を若者に対してSNS中心で情報発信する
サイトを新構築。

2025現地訪問後、湯田温泉旅館協同組合の地域おこし協力隊と協働して、
近畿大学古殿研究室第11期生山口市の魅力を若者に対してSNS中心で情報発信するサイトを新構築

近畿大学古殿研究室第10期生が前年度調査結果を
参考に山口市の魅力をAI事前調査後に現地訪問

現地訪問後、近畿大学古殿研究室第10期生が山口市の魅力を若者に情報発信するプロセスを新規構築

山口市観光SNS孤立分散状態という研究結果を学習後、近畿大学古殿
研究室第9期生が現地訪問し、山口市観光デジタルツインモデルを構築

近畿大学古殿研究室第11期生が前年度調査結果を
参考に山口市の魅力をAI事前調査後に現地訪問

2



2025山口都市核と中山間地域との情報連携プラットフォーム構築2022年
既存プロセス+SNS
高速化された芋虫

2023年
既存プロセスの分析
芋虫を再分析

2024年
既存プロセスを変容
芋虫を蛹に変容

2025年
デジタル技術で飛翔
蛹が羽化して蝶へ

① x ② x ③ = 新たな価値創造
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